
平 成 ２ ６ 年 ３ 月 １ ７ 日

九 州 地 方 整 備 局

『九州ブロック発注者協議会（第１４回幹事会）』を開催しました

～更なる公共工事の品質確保に向けて～

『九州ブロック発注者協議会（第１４回幹事会）』を開催しましたのでお知らせ

します。

今回は、総合評価落札方式の拡大に向け、平成２５年度の各発注機関の取

り組み結果及び自己評価等について情報交換をしました。

○開催日時：平成２６年３月１１日（火） １３：００～１４：００

○開催場所：第五博多偕成ビル １０階 会議室

福岡市博多区博多駅東１－１８－２５

○参考添付資料：（１）会議次第

（２）資料

九州ブロック発注者協議会（平成２０年１０月２７日設立）とは、総合評価方式の導入・拡

大等について発注者間相互の連絡調整を図ることにより、公共工事の品質確保の推進に

寄与することを目的とし、公共工事を発注する５０機関（国１７、県７、政令市３、市８、特殊

法人等６、及び国立大学法人９）が参画しています。

問い合せ先

国土交通省 九州地方整備局

住 所：福岡市博多区博多駅東２丁目１０番７号 福岡第二合同庁舎

電話番号：（０９２）４７１－６３３１（代表）

（０９２）４７６－３５４６（技術管理課直通）

企画部 工事品質調整官 桒原 正純 （内線：３１３０）
くわはら まさずみ

企画部 技術管理課長 加治 賢祐 （内線：３３１１）
か じ けんゆう

企画部 技術管理課課長補佐 野尻 浩人 （内線：３３１３）
の じ り ひ ろ と



日 時：平成26年3月11日(火)
13:00～14:00

場 所：第五博多偕成ビル
１０階会議室

九州ブロック発注者協議会 第14回幹事会

会 議 次 第

１．挨 拶 国土交通省 九州地方整備局 企画部長

２．議 題

(資料ー１)１ 九州ブロック発注者協議会 設置要領の一部改正）「 」

２）各発注機関における公共工事の品質確保に向けた取組み状況
(資料ー２)及び自己評価について

３）事例紹介（取組み実績)
・九州農政局： 九州農政局における平成２５年度の取組み」 (資料ー３)「

・九州大学： 九州大学における平成２５年度の取り組み」 (資料ー４)「

・福岡県： 福岡県における品質確保の取組」 (資料ー５)「

・福岡市： 福岡市における総合評価方式の取り組みについて」 (資料ー６)「

・西日本高速道路 株 ： 総合評価落札方式への取組み (資料ー７)（ ）「 」

・九州地方整備局： 平成２５年度における「

総合評価落札方式の取り組みについて」

(資料ー８)

質疑応答

(資料ー９)４）情報提供
・社会保険未加入対策について
・平成26年2月から適用する公共工事設計労務単価について
・維持修繕工事の歩掛の新設・見直しについて
設計労務単価の改定に応じたインフレスライドの実施について・
・地域企業の活用に配慮した発注ロットの大型化について
・専任の主任技術者の取扱い【要件緩和】について
・公共事業の円滑な施工確保対策＜概要＞について
・事務手続きの柔軟対応について（繰越制度）
・九州地方の関連資材の動向について



（案）「九州ブロック発注者協議会」設置要領

（名称）
第１条 本会は、九州ブロック発注者協議会（以下「協議会」という ）と称する。。

（目的）
、 、第２条 協議会は 総合評価方式の導入・拡大等について発注者間相互の連絡調整を図り

。もって九州ブロックにおける公共工事の品質確保の促進に寄与することを目的とする

（事務）
、 、 。第３条 協議会は 前条の目的を達成するため 次に掲げる事項に関する連絡調整を行う

一 総合評価方式の導入・拡大等
二 その他前条の目的を達成するために必要な事項

（委員）
第４条 協議会は別紙１に掲げる委員をもって構成する。

（会長及び副会長）
第５条 協議会に会長を置き、国土交通省九州地方整備局長がこれにあたる。
２ 会長は会務を総理し、協議会を代表する。
３ 協議会に副会長を２名置き、農林水産省九州農政局整備部長及び福岡県県土整備部長

がこれにあたる。
４ 副会長は会長に事故がある時は、その職務を代理する。

（会議）
第６条 協議会の会議は、会長が招集する。
２ 協議会の会議は、会長が議長を務める。
３ 委員は、あらかじめ指名した者を代理として会議に出席させることができる。
４ 会長は、必要がある時は、別紙１に掲げる者以外の者の参加を求めることができる。

（幹事）
第７条 協議会の円滑な運営を補助するため、協議会に幹事会を置く。
２ 幹事会は、別紙２に掲げる幹事をもって構成する
３ 幹事会に幹事長を置き、国土交通省九州地方整備局企画部長がこれにあたる。
４ 幹事会に副幹事長を２名置き、農林水産省九州農政局整備部設計課長及び福岡県県土

整備部企画交通課技術調査室長がこれにあたる。

（庶務）
第８条 協議会の庶務は、九州地方整備局(企画部 技術管理課)が関係機関の協力を得て

処理する。

（雑則）
、 、 。第９条 この規約に定めるもののほか 協議会の運営に関し必要な事項は 会長が定める

附 則 この要領は、平成２０年１０月２７日から施行する。
平成２１年 ４月 １日 一部改正
平成２２年 ９月２２日 一部改正
平成２４年１０月２４日 一部改正
平成２５年 ７月３１日 一部改正
平成２６年 ３月１１日 一部改正
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別紙１
第４条関係（協議会委員）

会 長 国土交通省 九州地方整備局長
副 会 長 農林水産省 九州農政局 整備部長
副 会 長 福岡県 県土整備部長

委 員 警察庁 九州管区警察局 総務監察部長
財務省 九州財務局 総務部長
財務省 福岡財務支局 財務主幹
財務省 門司税関 総務部長
財務省 長崎税関 総務部長
財務省 国税庁 福岡国税局 総務部 次長
財務省 国税庁 熊本国税局 総務部 次長

総務企画部長農林水産省 林野庁 九州森林管理局
経済産業省 九州経済産業局 総務企画部長
国土交通省 九州地方整備局 副局長
国土交通省 九州地方整備局 副局長
国土交通省 九州地方整備局 企画部長（幹事長）
国土交通省 九州運輸局 総務部長
国土交通省 海上保安庁 第七管区海上保安本部 経理補給部長
国土交通省 海上保安庁 第十管区海上保安本部 経理補給部長
環境省 九州地方環境事務所 統括自然保護企画官
防衛省 九州防衛局 調達部長
福岡高等裁判所 事務局長

佐賀県 県土づくり本部長
長崎県 土木部長
熊本県 土木部長
熊本県 農林水産部 農村振興局長
大分県 土木建築部長
宮崎県 県土整備部長
鹿児島県 土木部長
北九州市 技術監理室長
福岡市 財政局理事
熊本市 総務局 契約検査監
久留米市 副市長
佐賀市 副市長
長崎市 副市長
八代市 副市長
大分市 副市長
宮崎市 副市長
薩摩川内市 副市長
鹿児島市 副市長

西日本高速道路 株式会社 九州支社 建設事業部長
独立行政法人 国立文化財機構 九州国立博物館 副館長
独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構

鉄道建設本部 九州新幹線建設局長
独立行政法人 都市再生機構 九州支社 住宅経営部長
独立行政法人 水資源機構 筑後川局長
独立行政法人 石油天然ガス・金属鉱物資源機構九州支部 総務部長

国立大学法人 九州大学 施設部長
国立大学法人 福岡教育大学 理事・副学長
国立大学法人 九州工業大学 副学長
国立大学法人 佐賀大学 環境施設部長
国立大学法人 長崎大学 施設部長
国立大学法人 熊本大学 施設担当部長
国立大学法人 大分大学 財務部長
国立大学法人 宮崎大学 施設環境部長
国立大学法人 鹿屋体育大学 事務局長
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別紙２
第７条関係（幹事会委員）

幹 事 長 国土交通省 九州地方整備局 企画部長
副幹事長 農林水産省 九州農政局 整備部 設計課長
副幹事長 福岡県 県土整備部 企画交通課 技術調査室長

幹 事 警察庁 九州管区警察局 総務監察部 会計課長
財務省 九州財務局 総務部 会計課長
財務省 福岡財務支局 会計課長
財務省 門司税関 総務部 会計課長
財務省 長崎税関 総務部 会計課長
財務省 国税庁 福岡国税局 総務部 営繕監理官
財務省 国税庁 熊本国税局 総務部 営繕監理官
農林水産省 林野庁 九州森林管理局 経理課長総務企画部
経済産業省 九州経済産業局 総務企画部 会計課長
国土交通省 九州地方整備局 総務部 契約課長
国土交通省 九州地方整備局 企画部 技術管理課長
国土交通省 九州地方整備局 営繕部 技術・評価課長
国土交通省 九州地方整備局 港湾空港部 港湾事業企画課長
国土交通省 九州運輸局 総務部 会計課長
国土交通省 海上保安庁 第七管区海上保安本部 経理補給部 経理課長
国土交通省 海上保安庁 第十管区海上保安本部 経理補給部 経理課長
環境省 九州地方環境事務所 国立公園・保全整備課長
防衛省 九州防衛局 調達部 調達計画課長
福岡高等裁判所 事務局 会計課長

福岡県 農林水産部 農山漁村振興課長
佐賀県 県土づくり本部 入札・検査センター長
佐賀県 県土づくり本部 建設・技術課長
長崎県 土木部 建設企画課 企画監
長崎県 農林部 農村整備課長
熊本県 土木部 土木技術管理課長
熊本県 農林水産部 技術管理課長
大分県 土木建築部 公共工事入札管理室長
大分県 農林水産部 工事技術管理室長
宮崎県 県土整備部 技術企画課長
宮崎県 農政水産部 農村計画課長
鹿児島県 土木部 監理課長
鹿児島県 農政部 総括工事監査監
鹿児島県 環境林務部 総括工事監査監
北九州市 技術監理室 技術企画課長
福岡市 財政局 技術監理部 技術企画課長
熊本市 総務局 契約検査総室副室長
熊本市 都市建設局 技術管理課長
久留米市 総務部 契約監理担当部長
佐賀市 建設部長
長崎市 理財部長
八代市 総務部長
大分市 総務部長
宮崎市 総務部長
薩摩川内市 総務部長

企画財政局 財政部長鹿児島市

西日本高速道路 株式会社九州支社 建設事業部 技術課長
独立行政法人 国立文化財機構 九州国立博物館 総務課長
独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構

鉄道建設本部 九州新幹線建設局 技術管理課長
独立行政法人 都市再生機構 九州支社

住宅経営部 技術企画・工務チームリーダー
独立行政法人 水資源機構 筑後川局 施設管理課長
独立行政法人 石油天然ガス・金属鉱物資源機構九州支部 総務部契約課長

国立大学法人 九州大学 施設部 施設企画課長
国立大学法人 福岡教育大学 環境マネジメント課長
国立大学法人 九州工業大学 施設課長
国立大学法人 佐賀大学 環境施設部 企画管理課長
国立大学法人 長崎大学 施設部 施設企画課長
国立大学法人 熊本大学 施設部 施設企画ユニット長
国立大学法人 大分大学 財務部 施設企画課長
国立大学法人 宮崎大学 施設環境部 企画管理課長
国立大学法人 鹿屋体育大学 施設課長
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公共工事の入札方式の概要 工事監督・検査
要領の適用状況

工事成績評定
の適用状況

全工事件数
左記件数の内、
総合評価適用

工事件数
全工事件数

左記件数の内、
総合評価適用

工事件数
全工事件数

左記件数の内、
総合評価適用

工事件数

全工事件数
（予定）

左記件数の内、
総合評価適用

工事件数（予定）

３月末における
※

公告済
工事件数

左記件数の内、
総合評価適用

工事件数

現行（平成２６年３月３１日現在）
の適用基準

今後の拡大予定

警察庁　九州管区警察局 一般競争入札　250万円以上 2件 0件 0件 0件 2件 0件 2件 0件 2件 0件 　　－ 試行を検討中 × ○

財務省　九州財務局 一般競争入札　250万円超 11件 0件 14件 0件 12件 0件 10件程度 0件 14件 0件 　　－ 宿舎新築工事を検討 ○ ×

財務省　福岡財務支局 一般競争入札　250万円超 21件 0件 24件 0件 23件 0件 10件 0件 17件 0件 　　－ 宿舎新築工事を検討 ○ ×

財務省　門司税関 一般競争入札　250万円以上 2件 0件 3件 0件 2件 0件 4件 未定 4件 0件
原則　250万円を超える全ての工事と
するが、工事内容で総合評価か最低
価格かを判断する

工事の内容をみて試行する × ×

財務省　長崎税関 一般競争入札　250万円以上 1件 0件 7件 0件 1件 0件 1件 0件 3件 0件
原則　250万円を超える全ての工事と
するが、工事内容で総合評価か最低
価格かを判断する

工事の内容をみて試行する × ×

財務省　国税庁　福岡国税局 一般競争入札　250万円を超えるもの 13件 0件 16件 0件 11件 0件 3件 0件 8件 0件 　　－ 試行を検討中 ○ ×

財務省　国税庁　熊本国税局 一般競争入札　250万円超 16件 0件 13件 0件 9件 0件 7件 0件 9件 0件 　　－ 試行を検討中 ○ ×

農林水産省　九州農政局 一般競争入札　250万円以上 260件 252件 158件 157件 221件 220件 290件 290件 271件 270件 原則　250万円を超える全ての工事
原則　250万円を超える全て
の工事 ○ ○

農林水産省
林野庁　九州森林管理局

原則として、全て一般競争入札 288件 241件 255件 226件 294件 243件 件数未定 件数未定 312件 274件
１千万円以上
（１千万円以上は施工体制確認型）

１千万円以上
（１千万円以上は施工体制
確認型）

○ ○

経済産業省　九州経済産業局 一般競争入札　250万円超 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 　　－
当面公共工事の発注予定が
ない × ×

国土交通省　九州地方整備局 ○一般競争入札　　2,500万円以上
○工事希望型競争入札　2,500万円未満 1,466件 1,433件 1,474件 1,461件 1,588件 1,587件

1,500件
程度

1,500件
程度

1,800件程度 1,800件程度
原則として全ての工事
（１千万円以上は施工体制確認型）

原則として全ての工事
（１千万円以上は施工体制
確認型）

○ ○

国土交通省　九州運輸局 一般競争入札　　250万円を超えるもの 4件 0件 1件 0件 1件 0件 1件 0件 1件 0件 原則として全ての工事 原則として全ての工事 × ×

国土交通省　海上保安庁
第七管区海上保安本部

一般競争入札　　250万円を超えるもの 25件 0件 28件 0件 29件 0件 27件程度 0件 44件 0件 　　－ 試行を検討中 ○ ×

国土交通省　海上保安庁
第十管区海上保安本部

一般競争入札　　250万円を超えるもの 10件 0件 16件 0件 9件 0件 9件程度 0件 24件程度 0件 　　－ 試行を検討中 ○ ×

環境省　九州地方環境事務所 ○一般競争入札　250万円を超えるもの 18件 0件 8件 0件 7件 1件 13件 5件 9件 4件 6千万円以上 6千万円以上 ○ ○

防衛省　九州防衛局 原則として，全て一般競争入札 119件 74件 173件 130件 118件 79件 120件 80件 127件 80件

原則として総合評価方式により発注
する(特に小規模な工事等で、その内
容に照らして総合評価方式を適用す
る必要がない場合は適用しないこと
が出できる)

原則として全ての工事
（同左） ○ ○

福岡高等裁判所 原則として，全て一般競争入札 19件 19件 13件 13件 16件 16件 29件 29件 33件 33件 原則として，全ての入札案件 原則として全ての入札案件 ○ ○

九州ブロック発注者協議会における「公共工事の入札方式の概要」及び「総合評価落札方式の実施状況」一覧

総合評価落札方式の実施状況

平成２６年３月３１日現在の
「入札方式」の概要

平成２２年度 実績 平成２３年度 実績 平成２４年度 実績
平成２５年度 目標及び実績

総合評価方式適用基準（工事）
平成26年3月31日
現在の工事監督・検
査要領の適用状況

○要領がある
×要領がない

平成26年3月31日
現在の工事成績評

定の適用状況

平成25年度 目標
（H25.4.1時点）

平成２５年度
３月末までの実績（見込み）

※随意契約を除く、全ての工事発注件数※随意契約を除く、全ての工事発注件数

※平成２６年３月末までの実績については、速報値（見込値）
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今後の拡大予定

九州ブロック発注者協議会における「公共工事の入札方式の概要」及び「総合評価落札方式の実施状況」一覧

総合評価落札方式の実施状況

平成２６年３月３１日現在の
「入札方式」の概要

平成２２年度 実績 平成２３年度 実績 平成２４年度 実績
平成２５年度 目標及び実績

総合評価方式適用基準（工事）
平成26年3月31日
現在の工事監督・検
査要領の適用状況

○要領がある
×要領がない

平成26年3月31日
現在の工事成績評

定の適用状況

平成25年度 目標
（H25.4.1時点）

平成２５年度
３月末までの実績（見込み）

※随意契約を除く、全ての工事発注件数※随意契約を除く、全ての工事発注件数

※平成２６年３月末までの実績については、速報値（見込値）

福岡県　県土整備部 3,214件 95件 2,618件 90件 2,882件 120件 件数未定 件数未定
3448件
程度

148件
程度

５千万円以上 未定

福岡県　農林水産部 503件 80件 452件 70件 450件 75件 件数未定 件数未定
550件
程度

78件
程度

５千万円以上 未定

福岡県　建築都市部 382件 92件 669件 100件 619件 84件 件数未定 件数未定
350件
程度

111件
程度

５千万円以上 未定

佐賀県　県土づくり本部
一般競争入札　全工事対象
　○23.0億円未満は条件付き
　○250万円以下は随意契約可

2,012件 193件 1,592件 156件 1,527件 154件 1,600件 160件 1,700件 120件
6千万円以上(建築1.5億円以上)
(5千万円以上から試行)
(舗装・法面・地すべり2.5千万円以上)

今年度の状況をみて検討 ○ ○

長崎県　土木部 1,624件 79件 1,503件 65件 1,513件 60件 840件 40件 1,657件 68件 今年度の状況をみて検討

長崎県　農林部 278件 3件 185件 5件 260件 2件 250件 1件 約２７０件 1件 土木部と同様

熊本県　土木部 2152件 213件 1,992件 145件 2,369件 211件 約2,500件 約250件 約2,500件 約250件 原則３千万円以上

熊本県　農林水産部 625件 106件 536件 95件 620件 177件 約650件 約190件 約650件 約90件 原則３千万円以上

大分県　土木建築部 2,001件 173件 2,080件 149件 2,395件 201件 件数未定 件数未定 2,100件 150件 ５千万円以上

大分県　農林水産部 515件 72件 484件 60件 460件 48件 件数未定 件数未定 572件 70件 ５千万円以上

宮崎県　県土整備部 1,580件 769件 1,338件 621件 1,275件 502件 件数未定
概ね半分以

下 約1,400件 約500件 ２５０万円以上から抽出 今年度の状況をみて検討

宮崎県　農政水産部 278件 131件 236件 106件 227件 101件 件数未定 半数程度 約370件 約110件 ２５０万円以上から抽出 今年度の状況をみて検討

宮崎県　環境森林部 145件 66件 119件 68件 113件 65件 件数未定 半数程度 約180件 約90件 ２５０万円以上から抽出 今年度の状況をみて検討

鹿児島県　土木部 3,234件 134件 3,289件 141件 3,006件 172件 件数未定
前年度と同

程度
4,000件程度 180件程度 ５千万円以上 今年度の状況をみて検討

鹿児島県　農政部 898件 21件 650件 6件 1002件 7件 983件 2件
1010件
程度

2件 ５千万円以上 今年度の状況をみて検討

鹿児島県　環境林務部 202件 5件 183件 20件 169件 22件 件数未定
前年度と同

程度
件数未定

全年度と同
程度

５千万円以上 今年度の状況をみて検討

北九州市

○一般競争入札
　土木、水道施設　2,500万円以上
　建築　                4,500万円以上
　電気、管　          1,200万円以上
　造園　                2,000万円以上
　その他　                   1億円以上

1,926件 64件 1,623件 57件 1,585件 59件 件数未定 90件 1,486件 66件

(工種：土木、港湾、とび･土工･ｺﾝｸﾘｰ
ﾄ、鋼、舗装、しゅんせつ、造園、水道
施設、建築、電気、管、機械器具、電
気通信)
①５千万円以上の工事で、技術的工
夫の余地の大きい工事
②１億円以上の工事（原則適用）

今年度の状況をみて検討 ○ ○

福岡市

○一般競争入札
　一般土木・建築：2,000万円以上、
　ほ装：2,500万円以上、その他：1,500万円以上
　（19.4億円未満の工事は全て制限付）

1,959件 33件 1,843件 38件 1898件 98件 約1800件 約100件 約1，800件 約100件

予定価格１億円以上の工事へ本格導
入
（Ｈ２４年２月より。それ以前は予定価
格２億円以上）

未定 ○ ○

熊本市 一般競争入札　1,000万円以上 1,023件 49件 1,033件 102件 990件 228件 1,000件 230件 1,070件 245件

土木A：7,000万円以上、土木B：3,000
万円以上、土木C：1,500万円以上、建
築A：１億6,000万円以上、建築B：
4,000万円以上、電気A：3,000万円以
上、管A：3,000万円以上、舗装A：
3,000万円以上、舗装B：1,500万円以
上、造園A：4,000万円以上、水道A：
5,000万円以上、水道B：2,000万円以
上、その他：4,000万円以上

未定 ○ ○

一般競争入札　5,000万円以上 ○ ○

一般競争入札
○土木一式工事、とび・土工、コンクリート
工事（3,500万円以上）
　　　（1,000万円以上で一部試行）
○舗装工事（3,000万円以上）
○その他（5,000万円以上）

原則１億円以上 ○ ○

原則として、一般競争入札　3,000万円以
上

試行の状況を踏まえ検討 ○ ○

一般競争入札　5,000万円以上 ○ ○

一般競争入札　4,000万円以上 試行の検証を踏まえ検討 ○ ○

一般競争入札　250万円以上 ○ ○
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「入札方式」の概要

平成２２年度 実績 平成２３年度 実績 平成２４年度 実績
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総合評価方式適用基準（工事）
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現在の工事監督・検
査要領の適用状況

○要領がある
×要領がない

平成26年3月31日
現在の工事成績評

定の適用状況
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※平成２６年３月末までの実績については、速報値（見込値）

福岡県　久留米市 条件付一般競争入札　1,000万円以上 689件 46件 690件 50件 700件 81件 800件 100件 約840件 101件 原則5千万円以上の工事 業務委託の総合評価検討 ○ ○

佐賀県　佐賀市 ○指名競争入札　1,000万円未満
○条件付一般競争入札　1,000万円以上 590件 2件 530件 1件 520件 0件 550件 １件 520件 0件 １千万円以上から抽出 今年度の状況をみて検討 ○ ○

長崎県　長崎市 全工事制限付一般競争入札 942件 1件 834件 2件 848件 0件 620件程度 1件程度 780件程度 0件 工事内容により工事担当課と協議の
うえ試行

現行どおり
工事検査　○
工事監督　×

○

熊本県　八代市 制限付一般競争入札　2,500万円以上 538件 2件 651件 2件 442件 3件 400件 3件 430件 3件 工事内容及び価格より工事担当課と
協議のうえ試行

現行どおり
工事検査　○
工事監督　×

○

大分県　大分市 ○一般競争入札　2,500万円以上 624件 15件 519件 18件 529件 18件 647件 19件 548件 20件 価格と技術的要素から抽出 現行どおり ○ ○

宮崎県　宮崎市

○一般競争入札　6,000万円以上の建設工事
　　　（条件付き）
○指名競争入札　     130万円超の建設工事
　　　 　50万円超の建設工事に係る業務委託
　　　　　　　　（建設コンサルタント、測量など）

812件 3件 864件 3件 833件 0件 632件 未定 892件 0件
工事内容により工事担当課と協議の
うえ試行

未定（当分現行どおり）
工事検査　○
工事監督　×

○

鹿児島県　薩摩川内市 一般競争入札　130万円以上
指名競争入札　災害復旧工事，特殊工事 595件 36件 453件 14件 429件 18件 200件 20件 350件 16件

３千万円以上
（工事内容（DID地区内の工事や特殊
工法を採用した工事など)から、総合
評価落札方式が適しているものにつ
いては、３千万円未満でも適用）

未定 ○ ○

西日本高速道路(株)　九州支社

【一般競争入札】
○19.4億円(1,500万SDR)以上
【条件付一般競争入札】
○250万円超、19.4億円未満
【指名競争入札】
次のいずれかに該当する工事で、かつ、契約責
任者が必要があると認める場合に限る
○条件付一般競争入札方式に付する時間的余
裕がないとき
○その他指名競争入札に付することが有利と認
められるとき
【公募併用型指名競争入札】
入札不調対策として導入
○２億未満の維持・修繕系の特定工種
○４億円未満の建築
等

94件 43件 91件 47件 149件 43件 182件 56件 169件 67件

【25.4～25.12】
１億円以上の工事に適用
ただし、次のものを除く。
・契約責任者が価格落札方式による
べき必要を認めた工事
【26.1～　】
４億円以上の工事に適用
ただし、次のものを除く。
・契約責任者が価格落札方式による
べき必要を認めた工事

左記に同じ ○ ○

（独）国立文化財機構
九州国立博物館

一般競争入札　250万円以上 0件 0件 0件 0件 1件 0件 1件 0件 1件 0件 ２億円以上 ２億円以上 ○ ○

（独）鉄道建設・運輸施設整備
支援機構　鉄道建設本部
九州新幹線建設局

○条件付一般競争入札  250万円以上
19.4億円
○一般競争入札           19.4億円以上

6件 5件 3件 1件 4件 4件 11件 11件 7件 7件 原則250万円以上 原則250万円以上 ○ ○

（独）都市再生機構　九州支社 ○5千万円以上は詳細条件審査型一般競争
○5千万円未満は工事希望調査による指名競争 51件 24件 44件 12件 27件 13件 60件 28件 60件 30件 原則5千万円以上 　　－ ○ ○

（独）水資源機構　筑後川局 一般競争入札　250万円以上 87件 26件 79件 16件 74件 　13件 件数未定 件数未定 36件 18件 250万円以上 未定 ○ ○

(独)石油天然ガス・
金属鉱物資源機構 九州支部

○一般競争入札　　250万円以上
○工事希望型指名競争入札　予定価格が6,000
万円未満で必要と認められるとき
○指名競争入札　　100万円以上

2件 0件 90件 0件 63件 0件 80件 未定 50件 0件 　　　　　－ 未定 ○ ○
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国立大学法人　九州大学
○一般競争入札
　予定価格250万円超の工事で実施 41件 7件 51件 10件 55件 14件 件数未定 件数未定 85件 32件 ○予定価格1億円以上の工事で実施 未定 ○ ○

国立大学法人　福岡教育大学 一般競争入札　250万円以上 18件 1件 19件 4件 9件 1件 17件 4件 19件 4件 対象金額を定めず適宜選定している 未定 ○ ○

国立大学法人　九州工業大学 一般競争入札　250万円以上 11件 4件 10件 6件 17件 7件 20件 3件 28件 3件 対象金額を定めず適宜選定している 未定 ○ ○

国立大学法人　佐賀大学 一般競争入札　250万円超 31件 6件 38件 2件 37件 20件 件数未定 件数未定 26件 7件 ５千万円超 未定 ○ ○

国立大学法人　長崎大学 一般競争入札　250万円以上 65件 10件 54件 12件 41件 16件 65件 18件 61件 18件 ４，０００万円以上 未定 ○ ○

国立大学法人　熊本大学 一般競争入札　250万円以上 24件 6件 34件 10件 37件 24件 件数未定 件数未定 34件 14件 3,000万円以上 未定 ○ ○

国立大学法人　大分大学 一般競争入札　250万円超 32件 13件 42件 9件 46件 4件 件数未定 ７件程度 28件 8件 6,000万円以上 未定 ○ ○

国立大学法人　宮崎大学 一般競争入札　250万円以上 13件 0件 36件 5件 53件 10件 件数未定 件数未定 38件 4件 原則１億円以上の工事 未定 ○ ○

国立大学法人　鹿屋体育大学 一般競争入札　250万円以上 7件 1件 11件 1件 8件 1件 7件 ３件 9件 2件 対象金額を定めず適宜選定している 未定 ○ ○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-
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-



公共工事の品質確保に向けた取り組みに関する自己評価手法

１．自己評価項目
■九州ブロック発注者協議会の取り組みに関して、以下の３項目を対象として自己評価

を行う。

自己評価の項目

○公共工事の品質確保対策に関する取り組み
（１）工事の総合評価方式の導入状況

・工事の入札に際して、価格及び品質が総合的に優れた調達を評価する落札
方式の導入状況

（２）工事監督・検査要領の適用状況
・工事の請負契約に際して、工事監督及び検査の基準等を定めた要領の適用状

況
（３）工事成績評定の実施状況

・工事の請負契約に際して、検査を行う者などが実施する工事の施工状況や目
的物の品質等の評価及び評定の実施状況

２．自己評価方法
■自己評価の項目について、平成２４年度の実施結果を踏まえ、平成２５年度の実施目

標の設定を行い、最終的に今年度の取り組み結果を自己評価する。
（年度末）

■評価方法
○実施目標は、各発注機関毎に設定する。
○評価は、各発注機関毎に下記の①～②の手順で行う。

① 前年度の実績結果の評価及び実施目標に対する実施結果の評価（項目毎）
② ①の評価に対する達成度の評価（項目毎）

○実施状況や実施目標の設定は、評価項目１ （１ 「工事の総合評価方式の拡大」． ）
については、対象金額と件数を記述するが、それ以外の２項目については、下記
記号に基づき行う。

①前年度の実績及び実施目標に対する実施結果の評価

平成24年度実施状況 平成25年度実施目標 平成25年度実施結果

◎ 実施済み ◎ 実施 実施◎
○ 一部実施済み ○ 一部実施 一部実施○
△ 検討済み 検討実施 検討実施△ △
－ 未実施 － 予定なし － 未実施

注）試行は「一部実施」とみなすものとする。
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②達成度の評価

◎ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ

○ Ｃ Ｃ Ｂ Ａ
目

△ Ｃ Ｂ Ａ Ａ
標

－ － Ａ Ａ Ａ

－ △ ○ ◎

結 果
（Ａ：目標を上回り実施，Ｂ：目標どおり実施，Ｃ：目標未達成，－：評価対象外）
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平成26年3月31日

適用基準等 全工事件数
左記件数の

内、総合評価
適用工事件数

適用基準等 全工事件数
左記件数の

内、総合評価
適用工事件数

適用基準等 全工事件数
左記件数の

内、総合評価
適用工事件数

警察庁　九州管区警察局 一般競争入札　250万円以上 － 2件 0件 　　－ 2件 0件 　　－ 2件 0件

財務省　九州財務局 一般競争入札　250万円超 － 12件 0件 　　－ 10件程度 0件 － 14件 0件

財務省　福岡財務支局 一般競争入札　250万円超 － 23件 0件 　　－ 10件 0件 － 17件 0件

財務省　門司税関 一般競争入札　250万円以上

原則　250万円を超える全て
の工事とするが、工事内容
で総合評価か最低価格かを
判断する

2件 0件

原則　250万円を超える全て
の工事とするが、工事内容
で総合評価か最低価格かを
判断する

4件 未定

原則　250万円を超える全て
の工事とするが、工事内容
で総合評価か最低価格かを
判断する

4件 0件

財務省　長崎税関 一般競争入札　250万円以上

原則　250万円を超える全て
の工事とするが、工事内容
で総合評価か最低価格かを
判断する

1件 0件

原則　250万円を超える全て
の工事とするが、工事内容
で総合評価か最低価格かを
判断する

1件 0件

原則　250万円を超える全て
の工事とするが、工事内容
で総合評価か最低価格かを
判断する

3件 0件

財務省　国税庁
福岡国税局

一般競争入札　250万円を超えるもの － 11件 0件 　　－ 3件 0件 - 8件 0件

財務省　国税庁
熊本国税局

一般競争入札　250万円超 － 9件 0件 　　－ 7件 0件 ― 9件 0件

農林水産省　九州農政局 一般競争入札　250万円以上
原則　250万円を超える全て
の工事

221件 200件 原則　250万円を超える全て
の工事

290件 290件 原則　250万円を超える全て
の工事

271件 270件

農林水産省
林野庁　九州森林管理局

原則として、全て一般競争入札
継続実施
１千万円以上

294件 243件 １千万円以上は施工体制確
認型

件数未定 件数未定
１千万円以上
（１千万円以上は施工体制
確認型）

312件 274件

経済産業省
九州経済産業局

一般競争入札　250万円超 － 0件 0件 　　－ 0件 0件 　　－ 0件 0件

国土交通省
九州地方整備局

○一般競争入札　　2,500万円以上
○工事希望型競争入札　2,500万円未満

継続実施
原則として全ての工事
（１千万円以上は施工体制
確認型）

1,519件 1,435件
原則として全ての工事
（１千万円以上は施工体制
確認型）

1,500件
程度

1,500件
程度

原則として全ての工事
（１千万円以上は施工体制
確認型）

1,800件程
度

1,790件程
度

国土交通省　九州運輸局 一般競争入札　　250万円を超えるもの 原則として全ての工事 1件 0件 原則として全ての工事 1件 0件 原則として全ての工事 1件 0件

国土交通省　海上保安庁
第七管区海上保安本部

一般競争入札　　250万円を超えるもの － 29件 0件 　　－ 27件程度 0件 44件 0件

国土交通省　海上保安庁
第十管区海上保安本部

一般競争入札　　250万円を超えるもの － 9件 0件 　　－ 9件程度 0件 - 24件 0件

環境省
九州地方環境事務所

○一般競争入札　250万円を超えるもの ６千万円以上 7件 1件 6千万円以上 13件 5件 6千万円以上 9件 4件

防衛省　九州防衛局 原則として，全て一般競争入札

原則として総合評価方式に
より発注する(特に小規模な
工事等で、その内容に照ら
して総合評価方式を適用す
る必要がない場合は適用し
ないことが出できる)

118件 79件

原則として総合評価方式に
より発注する(特に小規模な
工事等で、その内容に照ら
して総合評価方式を適用す
る必要がない場合は適用し
ないことが出できる)

120件 80件

原則として総合評価方式に
より発注する(特に小規模な
工事等で、その内容に照ら
して総合評価方式を適用す
る必要がない場合は適用し
ないことが出できる)

127件 80件

福岡高等裁判所 原則として，全て一般競争入札
原則として，全ての入札案
件

16件 16件 原則として，全ての入札案
件

29件 29件 原則として，全ての入札案
件

33件 33件

福岡県　県土整備部 2,882件 120件 ５千万円以上 件数未定 件数未定
3,448件

程度
148件
程度

福岡県　農林水産部 450件 75件 ５千万円以上 件数未定 件数未定
550件
程度

78件
程度

福岡県　建築都市部 619件 84件 ５千万円以上 件数未定 件数未定
350件
程度

1１１件
程度

佐賀県　県土づくり本部
一般競争入札　全工事対象
　○23.0億円未満は条件付き
　○250万円以下は随意契約可

6千万円以上
（建築1.5億円以上)
（5千万円以上から試行）
（舗装・法面・地すべり2.5千
万円以上）

1,527件 154件

6千万円以上(建築1.5億円
以上)
(5千万円以上から試行)
(舗装・法面・地すべり2.5千
万円以上)

1,600件 160件

6千万円以上(建築1.5億円
以上)
(5千万円以上から試行)
(舗装・法面・地すべり2.5千
万円以上)

1,700件 120件

長崎県　土木部 1,513件 60件 840件 40件 1,657件 68件

長崎県　農林部 260件 2件 250件 1件 約２７０件 1件

熊本県　土木部

原則3千万円以上
（入札緩和措置により、
H25.3.8～H25.9.30について
は5,000万円以上）

2,369件 211件

原則３千万円以上（入札緩
和措置により、H25.3.8～
H25.9.30については5,000万
円以上）

約2,500件 約250件 原則３千万円以上 約2,500件 約250件

熊本県　農林水産部

原則3千万円以上
（入札緩和措置により、
H25.3.8～H25.9.30について
は5,000万円以上）

620件 177件

原則３千万円以上（入札緩
和措置により、H25.3.8～
H25.9.30については5,000万
円以上）

約650件 約190件 原則３千万円以上 約650件 約90件

公共工事の品質確保に向けた取り組みに関する自己評価
＜項目：（１）工事の総合評価落札方式の導入状況＞

組織名
公共工事の入札方式

（平成26年3月31日現在）

原則1億円以上

一般競争入札
○土木一式工事、とび・土工、コンクリート
工事（3,500万円以上）
　（1,000万円以上で一部試行）
○舗装工事（3,000万円以上）
○その他（5,000万円以上）

総合評価落札方式の導入状況

平成25年度の実施（取組）結果平成24年度の実施（取組）結果 平成25年度の実施（取組）目標

継続実施
原則1億円以上
(下記のとおり見直しを検討
していたが、今年度の実施
は見送り)
原則2億円以上
※3.5千万円以上は難易度
に応じて

一般競争入札5,000万円
以上
（継続実施）

一般競争入札　5,000万円以上

原則１億円以上

一般競争入札　3,000万円以上
（入札緩和措置により、H25.3.8～H25.9.30
については5,000万円以上）

一般競争入札5,000万円
以上
（継続実施）
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平成26年3月31日

適用基準等 全工事件数
左記件数の

内、総合評価
適用工事件数

適用基準等 全工事件数
左記件数の

内、総合評価
適用工事件数

適用基準等 全工事件数
左記件数の

内、総合評価
適用工事件数

公共工事の品質確保に向けた取り組みに関する自己評価
＜項目：（１）工事の総合評価落札方式の導入状況＞

組織名
公共工事の入札方式

（平成26年3月31日現在）

総合評価落札方式の導入状況

平成25年度の実施（取組）結果平成24年度の実施（取組）結果 平成25年度の実施（取組）目標

大分県　土木建築部 継続実施
5千万円以上

2,395件 201件 ５千万円以上 件数未定 件数未定 ５千万円以上
2100件
見込み

150件
見込み

大分県　農林水産部 継続実施
5千万円以上

460件 48件 ５千万円以上 件数未定 件数未定 ５千万円以上 約572件 約70件

宮崎県　県土整備部 250万円以上から抽出 1275件 502件 ２５０万円以上から抽出 件数未定
半数程度

以下
２５０万円以上から抽出 約1,400件 約500件

宮崎県　農政水産部 250万円以上から抽出 227件 101件 ２５０万円以上から抽出 件数未定 半数程度 ２５０万円以上から抽出 約370件 約110件

宮崎県　環境森林部 250万円以上から抽出 113件 65件 ２５０万円以上から抽出 件数未定 半数程度 ２５０万円以上から抽出 約180件 約90件

鹿児島県　土木部 5千万円以上から抽出 3,006件 172件 ５千万円以上 件数未定
前年度と
同程度

5千万円以上から抽出
4,000件程

度
180件程

度

鹿児島県　農政部 5千万円以上から抽出 1,002件 7件 ５千万円以上 983件 2件 5千万円以上から抽出
1010件
程度

2件

鹿児島県　環境林務部 5千万円以上から抽出 169件 22件 ５千万円以上 件数未定
前年度と
同程度

５千万円以上 件数未定
前年度と
同程度

北九州市

○一般競争入札
　土木、水道施設2,500万円以上
　建築　            4,500万円以上
　電気、管　       1,200万円以上
　造園　            2,000万円以上
　その他　             1億円以上

(工種：土木、港湾、とび、土
工、ｺﾝｸﾘｰﾄ、鋼、舗装、しゅ
んせつ、造園、水道施設)
①５千万円以上の工事で、
技術的工夫の余地の大き
い工事
②１億円以上の工事（原則
試行）
(工種：建築)
①１億円以上の工事で、技
術的工夫の余地の大きい
工事
②１億５千万円以上の工事
（原則試行）
(工種：電気、管)
①５千万円以上の工事の中
から、工事内容に応じて選
定して試行
(工種：機械器具、電気通信)
①１億円以上の工事の中か
ら、工事内容に応じて選定
して試行

1,585件 59件

(工種：土木、港湾、とび、土
工、ｺﾝｸﾘｰﾄ、鋼、舗装、しゅ
んせつ、造園、水道施設、建
築、電気、管、機械器具、電
気通信)
①５千万円以上の工事で、
技術的工夫の余地の大きい
工事
②１億円以上の工事（原則
試行）

件数未定 90件

(工種：土木、港湾、とび、土
工、ｺﾝｸﾘｰﾄ、鋼、舗装、しゅ
んせつ、造園、水道施設、建
築、電気、管、機械器具、電
気通信)
①５千万円以上の工事で、
技術的工夫の余地の大きい
工事
②１億円以上の工事（原則
試行）

1,486件 66件

福岡市

○一般競争入札
　一般土木・建築：2,000万円以上、
　ほ装：2,500万円以上、その他：1,500万円
以上
　（19.4億円未満の工事は全て制限付）

予定価格１億円以上の工事
に本格導入
（H24年２月より。それ以前
は予定価格２億円以上）

1,898件 98件

予定価格１億円以上の工事
へ本格導入
（Ｈ２４年２月より。それ以前
は予定価格２億円以上）

約1800件 約100件

予定価格１億円以上の工事
へ本格導入
（Ｈ２４年２月より。それ以前
は予定価格２億円以上）

約1800件 約100件

熊本市 一般競争入札　1,000万円以上

土木A：１億円以上、土木B：
3,000万円以上、土木C：
1,500万円以上、建築A：1億
6,000万円以上、建築B：
4,000万円以上、電気A：
2,000万円以上、管A：2,000
万円以上、舗装A：4,000万
円以上、舗装B：1,500万円
以上、造園A：2,000万円以
上、水道A：5,000万円以上、
水道B：1,500万円以上、そ
の他：2,000万円以上

990件 228件

土木A：7,000万円以上、土
木B：3,000万円以上、土木
C：1,500万円以上、建築A：１
億6,000万円以上、建築B：
4,000万円以上、電気A：
3,000万円以上、管A：3,000
万円以上、舗装A：3,000万
円以上、舗装B：1,500万円
以上、造園A：4,000万円以
上、水道A：5,000万円以上、
水道B：2,000万円以上、そ
の他：4,000万円以上

1,000件 230件

土木A：7,000万円以上、土
木B：3,000万円以上、土木
C：1,500万円以上、建築A：１
億6,000万円以上、建築B：
4,000万円以上、電気A：
3,000万円以上、管A：3,000
万円以上、舗装A：3,000万
円以上、舗装B：1,500万円
以上、造園A：4,000万円以
上、水道A：5,000万円以上、
水道B：2,000万円以上、そ
の他：4,000万円以上

1,070件 245件

福岡県　久留米市 一般競争入札　1,000万円以上 原則5,000万円以上 700件 81件 原則5千万円以上の工事 800件 100件 原則5千万円以上の工事 約840件 101件

佐賀県　佐賀市 ○指名競争入札　1,000万円未満
○条件付一般競争入札　1,000万円以上

1千万円以上から抽出 520件 0件 １千万円以上から抽出 550件 １件 1千万円以上から抽出 520件 0件

長崎県　長崎市 全工事制限付一般競争入札
工事内容により工事担当課
と協議のうえ試行

848件 0件 工事内容により工事担当課
と協議のうえ試行

620件程
度

1件程度 工事内容により工事担当課
と協議のうえ試行

780件程
度

0件

熊本県　八代市 制限付一般競争入札　2,500万円以上 価格と技術的要素から抽出 442件 3件 工事内容及び価格より工事
担当課と協議のうえ試行

400件 3件 工事内容及び価格より工事
担当課と協議のうえ試行

430件 3件

大分県　大分市 ○一般競争入札　2,500万円以上 価格と技術的要素から抽出 529件 18件 価格と技術的要素から抽出 647件 19件 価格と技術的要素から抽出 548件 20件

宮崎県　宮崎市

○一般競争入札6,000万円以上の建設工
事（条件付き）
○指名競争入札130万円超の建設工事
50万円超の建設工事に係る業務委託（建
設コンサルタント、測量など）

工事内容により工事担当課
と協議のうえ試行

833件 0件 工事内容により工事担当課
と協議のうえ試行

632件 未定 工事内容により工事担当課
と協議のうえ試行

892件 0件

鹿児島県　薩摩川内市 一般競争入札　130万円以上
指名競争入札　災害復旧工事，特殊工事

継続実施
3千万円以上
（橋梁工事，下水道推進工
事，ＤＩＤ区域内の工事につ
いては，3千万円未満でも適
用）

429件 18件

３千万円以上
（工事内容（DID地区内の工
事や特殊工法を採用した工
事など)から、総合評価落札
方式が適しているものにつ
いては、３千万円未満でも
適用）

200件 20件

３千万円以上
（工事内容（DID地区内の工
事や特殊工法を採用した工
事など)から、総合評価落札
方式が適しているものにつ
いては、３千万円未満でも
適用）

350件 16件

一般競争入札　250万円以上

一般競争入札　5,000万円以上

一般競争入札　4,000万円以上

-8-



平成26年3月31日

適用基準等 全工事件数
左記件数の

内、総合評価
適用工事件数

適用基準等 全工事件数
左記件数の

内、総合評価
適用工事件数

適用基準等 全工事件数
左記件数の

内、総合評価
適用工事件数

公共工事の品質確保に向けた取り組みに関する自己評価
＜項目：（１）工事の総合評価落札方式の導入状況＞

組織名
公共工事の入札方式

（平成26年3月31日現在）

総合評価落札方式の導入状況

平成25年度の実施（取組）結果平成24年度の実施（取組）結果 平成25年度の実施（取組）目標

西日本高速道路(株)
九州支社

【一般競争入札】
○19.4億円(1,500万SDR)以上
【条件付一般競争入札】
○250万円超、19.4億円未満
【指名競争入札】
次のいずれかに該当する工事で、かつ、契
約責任者が必要があると認める場合に限
る
○条件付一般競争入札方式に付する時間
的余裕がないとき
○その他指名競争入札に付することが有
利と認められるとき
【公募併用型指名競争入札】
入札不調対策として導入
○２億未満の維持・修繕系の特定工種
○４億円未満の建築
等

２億円以上の工事に適用

ただし、次のものを除く。
・契約制限価格が２億円未
満（ただし、新設工事及び改
築工事のうち土木工事系工
種については４億円未満）
の工事。
・契約責任者が価格落札方
式によるべき必要を認めた
工事

149件 43件

１億円以上の工事に適用

ただし、次のものを除く。
・契約責任者が価格落札方
式によるべき必要を認めた
工事

182件 56件

25.4～25.12】
１億円以上の工事に適用
ただし、次のものを除く。
・契約責任者が価格落札方
式によるべき必要を認めた
工事
【26.1～　】
４億円以上の工事に適用
ただし、次のものを除く。
・契約責任者が価格落札方
式によるべき必要を認めた
工事

169件 67件

（独）国立文化財機構
九州国立博物館

一般競争入札250万円以上 ２億円以上 1件 0件 ２億円以上 1件 0件 ２億円以上 1 0

（独）鉄道建設・運輸施設整備
支援機構　鉄道建設本部
九州新幹線建設局

○条件付一般競争入札  250万円以上19.4
億円
○一般競争入札  19.4億円以上

原則250万円以上 4件 4件 原則250万円以上 11件 11件 原則250万円以上 7件 7件

（独）都市再生機構
九州支社

○5千万円以上は詳細条件審査型一般競
争
○5千万円未満は工事希望調査による指
名競争

原則１億円以上 27件 13件 原則5千万円以上 60件 28件 原則5千万円以上 60件 30件

（独）水資源機構
筑後川局

【一般競争入札】
  ○250万円以上
【指名競争入札】
  ○電気・機械工事以外で250万円以上、
500万円未満

基本的な考え方（適用範
囲）
１　入札者の提示する性能
等によって、工事価格に、工
事に関連して生ずる補償費
等の支出額及び収入の減
額相当額並びに維持更新
費を含めたライフサイクルコ
ストを加えた総合的なコスト
に相当程度の差異が生ず
ると契約職等が認める工事
２　入札者の提示する性能
等によって、工事価格の差
異に比して、工事目的物の
初期性能の持続性、強度、
安定性などの性能・機能に
相当程度の差異が生ずると
契約職等が認める工事
３　環境の維持、交通の確
保、特別な安全対策、省資
源対策又はリサイクル対策
を必要とする工事であって、
入札者の提示する性能等に
よって、工事価格の差異に
比して対策の達成度に相当
程度の差異が生ずると契約
職等が認める工事

74件 13件

基本的な考え方（適用範囲）
１　入札者の提示する性能
等によって、工事価格に、工
事に関連して生ずる補償費
等の支出額及び収入の減
額相当額並びに維持更新
費を含めたライフサイクルコ
ストを加えた総合的なコスト
に相当程度の差異が生ずる
と契約職等が認める工事
２　入札者の提示する性能
等によって、工事価格の差
異に比して、工事目的物の
初期性能の持続性、強度、
安定性などの性能・機能に
相当程度の差異が生ずると
契約職等が認める工事
３　環境の維持、交通の確
保、特別な安全対策、省資
源対策又はリサイクル対策
を必要とする工事であって、
入札者の提示する性能等に
よって、工事価格の差異に
比して対策の達成度に相当
程度の差異が生ずると契約
職等が認める工事

件数未定 件数未定 一般競争入札　250万円以
上

36件 18件

(独)石油天然ガス・金属鉱
物資源機構 九州支部

○一般競争入札　　250万円以上
○工事希望型指名競争入札　予定価格が
6,000万円未満で必要と認められるとき
○指名競争入札　　100万円以上

－ 63件 0件 　　　　　－ 80件 未定 － 50件 0件

国立大学法人
九州大学

○一般競争入札
　予定価格250万円超の工事で実施

１億円以上 55件 14件 ○予定価格1億円以上の工
事で実施

件数未定 件数未定 ○予定価格1億円以上の工
事で実施

85件 32件

国立大学法人
福岡教育大学

一般競争入札　250万円以上 対象金額を設定していない 9件 1件 対象金額を定めず適宜選定
している

17件 4件 対象金額を定めず適宜選定
している

19件 4件

国立大学法人
九州工業大学

一般競争入札　250万円以上
対象金額を定めず適宜選
定している

17件 7件 対象金額を定めず適宜選定
している

20件 3件 対象金額を定めず適宜選定
している

28件 3件

国立大学法人
佐賀大学

一般競争入札　250万円超 5,000万円超 37件 20件 ５千万円超 件数未定 件数未定 ５千万円超 26件 7件

国立大学法人
長崎大学

一般競争入札　250万円以上
対象金額を定めず適宜選
定している

41件 16件 ４，０００万円以上 65件 18件 ４，０００万円以上 61件 18件

国立大学法人
熊本大学

一般競争入札　250万円以上 3,000万円以上 37件 24件 3,000万円以上 件数未定 件数未定 3,000万円以上 34件 14件

国立大学法人
大分大学

一般競争入札　250万円超
原則として予定価格6,000万
円以上の工事

46件 4件 6,000万円以上 件数未定 ７件程度 6,000万円以上 28件 8件

国立大学法人
宮崎大学

一般競争入札　250万円以上 原則１億円以上 53件 10件 原則１億円以上の工事 件数未定 件数未定 原則１億円以上の工事 38件 4件

国立大学法人
鹿屋体育大学

一般競争入札　250万円以上 対象金額を設定していない 8件 1件 対象金額を定めず適宜選定
している

７件 ３件 対象金額を定めず適宜選定
している

9件 2件
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◎：実施、○：一部実施、△：検討実施、－：未実施

組織名
平成24年度の

実施（取組）結果
平成25年度の

実施（取組）目標
平成25年度の

実施（取組）結果
達成度

警察庁　九州管区警察局 － － － －

財務省　九州財務局 ◎ ◎ ◎ B

財務省　福岡財務支局 ◎ ◎ ◎ B

財務省　門司税関 － － － －

財務省　長崎税関 － － － －

財務省　国税庁　福岡国税局 ◎ ◎ ◎ B

財務省　国税庁　熊本国税局 ◎ ◎ ◎ B

農林水産省　九州農政局 ◎ ◎ ◎ B

農林水産省
林野庁　九州森林管理局 ◎ ◎ ◎ B

経済産業省　九州経済産業局 － － － －

国土交通省　九州地方整備局 ◎ ◎ ◎ B

国土交通省　九州運輸局 － － － －

国土交通省　海上保安庁
第七管区海上保安本部 ◎ ◎ ◎ B

国土交通省　海上保安庁
第十管区海上保安本部 ◎ ◎ ◎ B

環境省　九州地方環境事務所 ◎ ◎ ◎ B

防衛省　九州防衛局 ◎ ◎ ◎ B

福岡高等裁判所 ◎ ◎ ◎ B

福岡県　県土整備部

福岡県　農林水産部

福岡県　建築都市部

佐賀県　県土づくり本部 ◎ ◎ ◎ B

公共工事の品質確保に向けた取り組みに関する自己評価
＜項目：（２）工事監督・検査要領の適用状況＞

平成26年3月31日

◎ ◎ ◎ B
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◎：実施、○：一部実施、△：検討実施、－：未実施

組織名
平成24年度の

実施（取組）結果
平成25年度の

実施（取組）目標
平成25年度の

実施（取組）結果
達成度

公共工事の品質確保に向けた取り組みに関する自己評価
＜項目：（２）工事監督・検査要領の適用状況＞

平成26年3月31日

長崎県　土木部

長崎県　農林部

熊本県　土木部

熊本県　農林水産部

大分県　土木建築部 ◎ B

大分県　農林水産部 ◎ B

宮崎県　県土整備部

宮崎県　農政水産部

宮崎県　環境森林部

鹿児島県　土木部

鹿児島県　農政部

鹿児島県　環境林務部

北九州市 ◎ ◎ ◎ B

福岡市 ◎ ◎ ◎ B

熊本市 ◎ ◎ ◎ B

福岡県　久留米市 ◎ ◎ ◎ B

佐賀県　佐賀市 ◎ ◎ ◎ B

長崎県　長崎市
工事検査　◎
工事監督　―

工事検査　◎
工事監督　―

工事検査　◎
工事監督　―

B

熊本県　八代市
工事検査　◎
工事監督　―

工事検査　◎
工事監督　―

工事検査　◎
工事監督　―

B

大分県　大分市 ◎ ◎ ◎ B

宮崎県　宮崎市
工事検査　◎
工事監督　―

工事検査　◎
工事監督　―

工事検査　◎
工事監督  ―

B

◎

◎

◎

◎

◎

◎

B◎

◎

◎

◎

◎

B◎

B

B◎

◎
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◎：実施、○：一部実施、△：検討実施、－：未実施

組織名
平成24年度の

実施（取組）結果
平成25年度の

実施（取組）目標
平成25年度の

実施（取組）結果
達成度

公共工事の品質確保に向けた取り組みに関する自己評価
＜項目：（２）工事監督・検査要領の適用状況＞

平成26年3月31日

鹿児島県　薩摩川内市 ◎ ◎ ◎ B

西日本高速道路(株)　九州支
社 ◎ ◎ ◎ B

（独）国立文化財機構
九州国立博物館 ◎ ◎ ◎ B

（独）鉄道建設・運輸施設整備
支援機構　鉄道建設本部
九州新幹線建設局

◎ ◎ ◎ B

（独）都市再生機構　九州支社 ◎ ◎ ◎ B

（独）水資源機構　筑後川局 ◎ ◎ ◎ B

(独)石油天然ガス・金属鉱物
資源機構 九州支部 ◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
九州大学 ◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
福岡教育大学 ◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
九州工業大学 ◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
佐賀大学 ◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
長崎大学 ◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
熊本大学 ◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
大分大学 ◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
宮崎大学 ◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
鹿屋体育大学 ◎ ◎ ◎ B
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◎：実施、○：一部実施、△：検討実施、－：未実施

組織名
平成24年度の

実施（取組）結果
平成25年度の

実施（取組）目標
平成25年度の

実施（取組）結果
達成度

警察庁　九州管区警察局 － － － －

財務省　九州財務局 － － － －

財務省　福岡財務支局 － － － －

財務省　門司税関 － － － －

財務省　長崎税関 － － － －

財務省　国税庁　福岡国税局 － △ － C

財務省　国税庁　熊本国税局 － － － －

農林水産省　九州農政局 ◎ ◎ ◎ B

農林水産省
林野庁　九州森林管理局 ◎ ◎ ◎ B

経済産業省　九州経済産業局 － － － －

国土交通省　九州地方整備局 ◎ ◎ ◎ B

国土交通省　九州運輸局 － － － －

国土交通省　海上保安庁
第七管区海上保安本部 － － － －

国土交通省　海上保安庁
第十管区海上保安本部 － － － －

環境省　九州地方環境事務所 ◎ ◎ ◎ B

防衛省　九州防衛局 ◎ ◎ ◎ B

福岡高等裁判所 ◎ ◎ ◎ B

福岡県　県土整備部

福岡県　農林水産部

福岡県　建築都市部

佐賀県　県土づくり本部 ◎ ◎ ◎ B

◎

公共工事の品質確保に向けた取り組みに関する自己評価
＜項目：（３）工事成績評定の適用状況＞

平成26年3月31日

◎ ◎ B

-13-



◎：実施、○：一部実施、△：検討実施、－：未実施

組織名
平成24年度の

実施（取組）結果
平成25年度の

実施（取組）目標
平成25年度の

実施（取組）結果
達成度

公共工事の品質確保に向けた取り組みに関する自己評価
＜項目：（３）工事成績評定の適用状況＞

平成26年3月31日

長崎県　土木部 ◎ ◎ B

長崎県　農林部 ◎ ◎ B

熊本県　土木部 ◎ ◎ B

熊本県　農林水産部 ◎ ◎ B

大分県　土木建築部 ◎ ◎ B

大分県　農林水産部 ◎ ◎ B

宮崎県　県土整備部 ◎ ◎ B

宮崎県　農政水産部 ◎ ◎ B

宮崎県　環境森林部 ◎ ◎ B

鹿児島県　土木部 ◎ ◎ B

鹿児島県　農政部 ◎ ◎ B

鹿児島県　環境林務部 ◎ ◎ B

北九州市 ◎ ◎ ◎ B

福岡市 ◎ ◎ ◎ B

熊本市 ◎ ◎ ◎ B

福岡県　久留米市 ◎ ◎ ◎ B

佐賀県　佐賀市 ◎ ◎ ◎ B

長崎県　長崎市 ◎ ◎ ◎ B

熊本県　八代市 ◎ ◎ ◎ B

大分県　大分市 ◎ ◎ ◎ B

宮崎県　宮崎市 ◎ ◎ ◎ B

◎

◎

◎

◎

◎

-14-



◎：実施、○：一部実施、△：検討実施、－：未実施

組織名
平成24年度の

実施（取組）結果
平成25年度の

実施（取組）目標
平成25年度の

実施（取組）結果
達成度

公共工事の品質確保に向けた取り組みに関する自己評価
＜項目：（３）工事成績評定の適用状況＞

平成26年3月31日

鹿児島県　薩摩川内市 ◎ ◎ ◎ B

西日本高速道路(株)　九州支
社 ◎ ◎ ◎ B

（独）国立文化財機構
九州国立博物館 ◎ ◎ ◎ B

（独）鉄道建設・運輸施設整備
支援機構　鉄道建設本部
九州新幹線建設局

◎ ◎ ◎ B

（独）都市再生機構　九州支社 ◎ ◎ ◎ B

（独）水資源機構　筑後川局 ◎ ◎ ◎ B

(独)石油天然ガス・金属鉱物
資源機構 九州支部 ◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
九州大学 ◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
福岡教育大学 ◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
九州工業大学 ◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
佐賀大学 ◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
長崎大学 ◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
熊本大学 ◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
大分大学 ◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
宮崎大学 ◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
鹿屋体育大学 ◎ ◎ ◎ B
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九州大学におけるこれまでの契約実績

区分 方式 H21 H22 H23 H24 H25

工事 総合評価方式 25 7 10 14 33

一般競争入札 83 34 41 41 47

随意契約 5

計 108 41 51 55 85

総合評価実施率 23.1％ 17.1％ 19.6％ 25.5％ 38.8％

設計 公募型プロポーザル 0 0 0 1 0

簡易公募型プロポーザル 5 6 6 7 14

標準型プロポーザル 13 － － － －

一般競争入札 － － － － 6

随意契約 5

計 18 6 6 8 25

簡易公募型実施率 27.8％ 100％ 100％ 87.5％ 56％

Ｈ２４補正対応で一般競争入札を
６件実施した

-
1
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社会保険未加入対策について
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(１) 技能労働者の賃金水準の実態を注視
(２) 国交省直轄工事の元請・一次下請については、社会保険加入企業に限る方向で検討（平成２６年度中に開始）

地方公共団体等、他の公共工事発注者にも、同様の検討を要請

Ⅰ ．単価設定のポイント

(１) 最近の技能労働者の不足等に伴う労働市場の実勢価格を適切・迅速に反映 （例年の４月改訂を前倒し）

(２) 社会保険への加入徹底の観点から、必要な法定福利費相当額を反映 （継続）

全 国（16,190円）平成25年４月比；＋７．１％（平成24年度比； ＋２３．２％）

被災三県（17,671円）平成25年４月比；＋８．４％ （平成24年度比；＋３１．２％）

Ⅱ ．技能労働者の処遇改善・若年入職者増加に向けた関係者への要請（平成２６年１月３０日）

建設業団体あて 地方公共団体等（公共発注者）あて
（１）公共工事設計労務単価の改定値の早期適用
（２）ダンピング受注の排除・歩切りの根絶

（３）適切な水準の賃金や法定福利費の支払、社会保
険等への加入徹底に関する元請業者指導

民間発注者あて

（１）労務費・資材費の上昇傾向を踏まえた工事発注
や契約変更

（２）法定福利費相当額の適切な支払い

・ 法定福利費相当額（労働者負担分及び事業主負
担分）を適切に含んだ額による工事発注

（３）消費税の適切な支払い

（１）技能労働者への適切な水準の賃金支払
・適切な価格での下請契約の締結
・労働者への適切な水準の賃金支払を元請から下請に要請
・ 雇用する技能労働者の賃金水準を引上げ

（２）社会保険等への加入徹底
・ 元請は、法定福利費相当額（労働者負担分及び事業主負担
分）を適切に含んだ額による下請契約を締結
・ 下請は、技能労働者に法定福利費相当額を適切に含んだ賃
金を支払い、労働者を社会保険に加入させる

（３）若年入職者の積極的な確保
（４）ダンピング受注の排除
（５）消費税の適切な支払い

Ⅲ ．今後の取組み

全職種平均

※１ 入札不調の増加に応じて単価を引き上げるよう措置（継続）（当面被災三県のみ）
※２ 一定の既契約工事についても、新労務単価を踏まえてインフレスライド条項を適用

平成26年2月から適用する公共工事設計労務単価について

-
2
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維持修繕工事の歩掛の新設・見直しについて

○ 一般的に維持修繕工事は、新設工事に比べ手間がかかり、人件費や機材のコストも
割高になる場合があり、維持修繕用の積算基準を設定し、必要なコストを計上。

○ 社会インフラの老朽化に対応するため、新たに(1)橋梁補修用の積算歩掛を新設予定。

○ 加えて、(2)維持修繕用の歩掛の見直しを実施予定。（切削ｵｰﾊﾞﾚｲ工、除草工）

(1)橋梁補修用積算歩掛の新設 (2)維持修繕用の歩掛の見直し

橋梁補修関係の３工種(ひび割れ補修工、断
面修復工、表面被覆工）の歩掛を新設。

【断面修復工】
・コンクリート構造物の劣化により、欠落した部分等の断面
復旧を目的とした工法。

・使用機能性等を元の状態に回復させる。

断面修復左官作業

はつり作業

切削ｵｰﾊﾞﾚｲ工、除草工（道路、堤防）の歩掛を
見直し。

【切削ｵｰﾊﾞﾚｲ工】
・傷んだ舗装面を切削・撤去
し、新たに舗装を施工する
工法。

・施工規模によらず、一律の
単価としていたものを、小
規模施工の場合の歩掛を
追加。

路面切削作業

【除草工】
・堤防及び道路の除草・集
草・運搬を行う作業。

・現道脇での作業もあり、飛
び石防護を行う場合の歩
掛を追加。加えて単位当
たり施工量を見直し。

除草作業

-
3
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設計労務単価の改定に応じたインフレスライドの実施について

請 負 額

インフレスライドの概要（工事請負契約書 第２５条第６項）

残 工 事

契約日 基準日 工期末

残工期２ヶ月以上

残工事に対する
変動前後の差額（Ａ）

（変動前残工事額：Ｂ）

インフレスライド変更額
ＡーＢ×1.0％

ただし、Ａ＞Ｂ×1.0％
の場合のみインフレスライド

を適用可能

請求日

１４日以内

出 来 高

賃金水準
の変更

（受発注者協議）

次の賃金水準の
変更までに請求

６ 予期することのできない特別の事情により、工期内に日本国内において急激なインフレーション又はデフレー
ションを生じ、請負代金額が著しく不適当となったときは、発注者又は受注者は、前各項の定めにかかわらず、請
負代金額の変更を請求することができる。

工事請負契約書 第２５条第６項（インフレスライド条項）

公共工事設計労務単価の改定に応じて、全国で実施する工事において、インフレスライド条項
の対象とすることを通知（平成２６年２月３日通知）

-
4
-



地域企業の活用に配慮した発注ロットの大型化について

Ｃ‘地区低水護岸工事
（追加工事）

Ｃ地区堤防築堤工事
（既契約工事）

B地区国道舗装工事

B‘地区国道舗装工事

c河川事務所（２）複数の同種工事について
一企業につき一つの技術提案

b道路事務所発注

（３）既契約工事に
関連する工事を追加

Ａ地区堤防築堤工
事

（１）発注ロットの大型化

a河川事務所発注

施工範囲を
大くくり化

通常の
施工範囲

（１）地域企業の受注機会に配慮しつつ、発注ロットの大型化を図る。
（２）複数の同種工事について、一企業につき一つの技術提案を求めることで

審査業務を効率化する。
（３）既契約工事に関連する工事を追加する。

6
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専任の主任技術者の取扱い【要件緩和】について

従前の取扱い （H25.2.5より実施）

以下に該当する場合、同一の専任の主任技術者が原則２件程度の工事を管理することができる。

工事の対象となる工作物に一体性若しくは連続性が認
められる工事

又は

施工にあたり相互に調整を要する工事

かつ
工事現場の相互の間隔が5km程度

近接した場所

「施工にあたり相互に調整を要する工事」の適用範囲の弾
力化【＝例示の追加（建築工事でも適用）】

適用にあたっては、従来通り、安全や品質の確保等、各工事の適正な施工について、発注者が適切に判断することが必要

（建設業法施行令 第27条第2項）

前項に規定する建設工事のうち密接な関係のある二以上の建設工事を同一の建設業者が同一の場所又は近接した場所にお
いて施工するものについては、同一の専任の主任技術者がこれらの建設工事を管理することができる。

工事現場の相互の間隔が10km程度の場合も適用

要件の緩和 （＊東日本大震災の被災地ではH25.9より適用）

（例）・２つの現場の資材を一括で調達し、相互に工程調整を要するもの

・相当の部分の工事を同一の下請け業者で施工し、相互に工程調整を要
するもの

近接した場所密接な関係のある工事

密接な関係のある工事

B地区共同住宅建築工事

構造部材（木材）を
一括で調達

A地区
公営住宅
建築工事

10km程度以内
同一の専任の
主任技術者

H26.2より全国で適用

-
6
-



公共事業の円滑な施工確保対策＜概要＞について

人手不足への対応・平準化

地域企業の活用に配慮した発注ロットの大型化
技術者等の不足状況など、地域の実情等に応じて発注ロットを大型化。

主任技術者の兼任要件の緩和（5㎞→10㎞）
近接した施工場所において主任技術者が兼任して管理できる範囲を、これま
での5km程度から10km程度に緩和。

柔軟な工期の設定
受注企業の希望に応じて工期の開始時期を調整するフレックス工期や、工事
開始前に労働者確保等の準備を行うための余裕期間（実工事期間の30%かつ
3ヵ月以内）の設定を実施。

国・地方公共団体の発注見通しを統合して公表
地域の実情等に応じて発注見通しを統合し、公表を実施。

公共建築工事の施工確保

最新単価適用の徹底
予定価格の設定について、入札日直近の最新単価を適用。

適正な工事採算性の確保

各種スライド条項の活用の徹底
契約後の資材や労務費の高騰に対応するスライド条項を適切に設定するとと
もに、受注者からの申請に応じて適切な対応を図るよう周知徹底。

資材等の遠隔地調達に対する追加コストの精算払い
資材等を遠隔地調達せざるを得ない場合に、工事の設計変更による追加コス
トの精算払いを実施。

予定価格の適切な設定

公共工事設計労務単価・設計業務委託等技術者単価の機動的見
直し（２月より新単価を適用）
最近の労務費の上昇傾向を踏まえ、市場の状況に応じた見直しを実施。
（※併せて、公共工事設計労務単価の改定に応じて、全国でインフレスライ
ドの適用を実施。）

維持修繕工事の歩掛の新設・見直し
橋梁補修工（ひび割れ補修、断面修復、表面被覆）など、歩掛の新設や見直
しを実施し、平成26年度から適用。

見積りを活用した単価設定
実勢価格との乖離のおそれがある場合に、見積りを取って実勢価格に基づい
た単価を採用。

スライド条項の適切な設定・活用
契約後の資材や労務費の高騰に対応するスライド条項の適切な設定・活用。

適切な数量・施工条件等の設定
設計図書に基づく数量、施工条件等が実態に合わない場合の見直しを徹底。

相談受付の開始
新たに公共建築工事の予定価格設定等に関する相談受付を開始（地方整備局
等の「公共建築相談窓口」）。

設計変更等における柔軟な運用を実施
既契約工事への設計変更による追加や不落随契などを状況に応じ柔軟に実施。

歩切りの根絶へ向けた要請
地方公共団体等に対し、歩切り根絶へ向けて強く要請。
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事務手続きの柔軟対応について（繰越制度）
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九州地方の関連資材の動向について
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九州地方の関連資材の動向について

主要建設資材需要動向（H22.4～）
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九州地方の関連資材の動向について

主要建設資材需要動向（H22.4～）

-
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九州地方の関連資材の動向について

建設労働需給調査結果＜建設労働モニター調査＞ （国土交通省）による
九州における建設労働需給状況（Ｈ２４．１～）

-
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